
令和８年10月
水産庁

水産業に関する内閣府世論調査結果（速報）

調査目的：水産業に関する国民の意識を把握し、今後の施策の参考とする。
調査方法：内閣府世論調査 郵送法
調査対象：全国18 歳以上の日本国籍を有する者 3,000 人、回収数1,522 人（回収率50.7％）
調査機関：令和８年７月16 日 ～ ８月23 日

注）以下のデータは速報値であり、確報において修正される可能性があります。

参考資料



よく知っている
25.2%

ある程度知っている
57.6%

あまり知らない
14.2%

まったく知らない
2.6%

無回答
0.5%

 調査対象者の約8割が海洋環境の変化による水産業への影響を認知している。
 資源管理や養殖等による持続的な水産物供給機能には約8割が期待しており、次に「藻場・干潟などの環境を保全する機能」への期待が高く、
環境意保全への関心がうかがえる。

 一方で、漁村の経済・雇用や地域コミュニティの維持、都市と漁村の交流・教育の場としての機能への期待は5割未満にとどまっており、水産業・
漁村が有する多面的機能に対する認知は相対的に低い。

81%

60.90%

44.50%

43.80%

16.90%

0.90%

1%

資源管理や養殖などにより、安定的かつ持続可能な形で、食料としての水産物を供給する機能

多くの魚介類の産卵場・育成場・餌場となる藻場、干潟などの環境を保全する機能

漁村の経済や雇用、人のつながりを維持する、地域の基幹産業としての機能

外国漁船などの不審な活動を監視・通報する、国境監視機能

都市と漁村の交流や自然体験などの教育の場としての機能

その他

無回答

1.海洋環境変化と水産業の機能

(1)海洋環境の変化と水産業への影響に対する認知

(2)水産業の持つ機能に対する期待

問１. あなたは、日本近海の海水温が上昇し、獲れる魚の種類や量が大きく変わってきていることを知っていますか。

問２．水産業は、水産資源の供給・管理だけでなく、環境・地域経済・安全保障などにわたる多くの機能を持っています。
あなたは、水産業の持つ機能について、どのような役割に期待しますか。（複数選択可）

海洋環境の変化による水産業への影響を認知 82.7%
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少しでも高くなるなら購入しない, 
24.0%

1割から2割高まで, 59.5%

3割高まで, 8.4%

価格は気にせずに購入する, 
5.4%

その他, 1.8%
無回答, 0.9%

53.0%
51.8%

48.6%
47.4%

29.7%
22.1%

0.9%
3.8%
3.8%

水産物の安定供給のために漁獲量の制限などによって水産資源の管理を行うこと
外国漁船による違法操業を取り締まること

稚魚の放流などによって水産資源の増殖を進めること
水産物の安定供給のために養殖技術の開発を進めること

岸壁の耐震化や防波堤の強化など漁業地域の防火・減災対策を進めること
簡単に調理できる加工品の開発などにより魚の消費拡大を進めること

その他
特にない
分からない

71.6%
57.1%
56.9%

54.5%
32.1%

24.3%
19.3%

1.2%
1.6%

0.9%

水産物の安定供給のために、漁業・養殖業における技術開発や操業改革を進めること
稚魚の放流、産卵場や餌場となる漁礁の設置、藻場・干潟の保全などによって、水産資源の増殖を進めること

水産物の安定供給のため、漁獲量の制限などによって水産資源の管理を行うこと
外国漁船による違法操業を取り締まること

岸壁の耐震化や防波堤の強化など、漁業地域の防災・減災対策を進めること
リサイクルの漁具の使用など、環境に配慮した取組を進めること

簡単に調理できる加工品の開発などにより、魚の消費拡大を進めること
その他

特にない
無回答

2.海洋環境の変化に対応できる水産政策の推進

(1)水産政策に対する期待

問3. あなたは、水産政策に対してどのようなことを期待しますか。（複数選択可）

（該当者数：1,522人）

（注1）「あなたは、漁業政策に対してどのようなことを期待しますか。（複数選択可）」と設問し選択肢も今回調査と異なる。
（注2）平成30年9月調査は、調査員による個別面接聴取法で実施した。

(2)資源管理した水産物の購入意欲
問４. 日本の漁獲量は減少傾向にあり、漁業の成長
産業化のためには、その発展の基礎となる水産資源を
適切に管理することが重要です。あなたは、こうした水産
資源の持続性や環境に配慮した方法で生産されたこと
が表示されている水産物について、他の水産物と比較し
てどの程度高くても購入したいと思いますか。
（○は１つ）

 水産政策に対しては、技術開発や操業改革に対する期待が7割程度と高い。
 資源管理された水産物については約6割が1～2割高までであれば購入すると回答した。（一方、別の調査*では水産エコラベル認証商品を割
高でも購入すると回答した割合は16.3％にとどまった。これは、水産エコラベルという具体的な商品選択を想定した設問であったことが、今回調査
との結果の違いに影響した可能性がある。）

〇令和8年7月調査（速報）

（該当者数：1,743人）

〇（参考）平成30年9月調査

*：国産水産物の消費拡大及び水産エコラベル認証の認知度に関する調査（令和8年8月7日）
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69.4%
65.7%

31.3%
30.6%

29.8%
2.0%

3.8%
0.5%

テレビや新聞、SNSなどを通じて、水産庁の政策や漁業者の取組を分かりやすく発信すること
学校教育や食育などを通じて、水産業について学ぶ機会を増やすこと
お店や魚市場でのイベントにおいて、体験や学習の機会を設けること

資源管理や環境保全への取組について、認証制度や表示などで消費者に伝えること
漁業体験や観光を推進し、都市部の人々が漁村と交流できる機会を増やすこと

その他
特に思いつくものはない

無回答

３.漁村の活性化に向けた国民の理解への取組

(1)水産業維持のため消費者としてできること

65.0%
63.7%

36.3%
29.5%

2.3%
3.0%

0.4%

国産の水産物を積極的に購入すること
生鮮品だけでなく、出荷が安定している冷凍・加工水産物も利用することで、魚を食べる機会を増やすこと

漁業者の減少など水産業や漁村が抱える課題に関心を持ち、水産物の消費や観光を通して漁村の繋がりを持つこと
資源管理や環境に配慮して生産された水産物を選ぶこと

その他
特に思いつくものはない

無回答
(2)漁村地域との関わりへの意欲

問５. 日本の水産業を将来にわたって維持していくために、あなたが消費者としてできることは何だと思いますか。（複数選択可）

74.4%
35.9%

23.7%
20.5%

4.5%
1.1%

6.3%
0.7%

国産水産物を購入し、消費を通じて漁村地域を支えたい
ふるさと納税などを通じて、漁村地域の取組を支援したい

観光やイベントなどを通じて漁村を訪れ、地域住民と交流したい
漁業や漁村の現状・取組について関心を持ち、情報発信や応援をしたい

二地域住居やボランティアなど、地域活動に関わりたい
その他

特に関わりたいとは思わない
無回答

問６. 水産業をめぐる状況として、近年、漁獲量や漁業者の減少、漁村の過疎化・高齢化が進んでいますが、活力が低下した漁村地域に対して、あなたはどのよ
うに関わりたいと思いますか。 （複数選択可）

(3)国民の理解や関心を深めるための取組
問７. あなたは水産業の発展に向けた施策について、国民の理解や関心を深めるためには、どのような取組が効果的だと思いますか。 （複数選択可）

 水産業の維持のために消費者としてできることについては、「国産水産物の購入」及び「冷凍・加工品の活用による水産物の摂取機会の拡大」
がいずれも6割を超えており、消費者は主に購入行動を通じて我が国水産業や漁村地域を支えようとしていることが考えられる。

 漁村地域との関わりについては、水産物の購入以外では、「実際に漁村を訪れたい」と回答した割合は2割程度にとどまる。一方で、漁業や漁村
について関心を持ち情報発信や応援をしたいという回答も２割程度あり、PRコンテンツの活用やイベント出展等を通じて海業や漁村の魅力を発
信することで、来訪意欲の向上の可能性がある。

 国民の理解や関心を深めるための取組では、情報発信等を求める声が多い。
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